
農林水産省生物多様性戦略の進捗状況について
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○ 地域別の生物多様性保全の取組
１．田園地域・里地里山の保全
(１)生物多様性保全をより重視した農業生産の推進

項 目 現 状 今後の取組

・農業環境規範の普及・定着 ・ パンフレットやホームページ等を活用した ・ 事業実施主体に対して事業実施後
普及・啓発活動 の点検シートの提出を義務付けてい

・ 農業者へパンフレットを配付（平成 年 る事業について、農業者からの提出17
７月 万部 、ホームページに掲載。 状況の調査を行う。100 ）

・ 関連づけ対象事業(事業実施前後の事業実 ・ 平成 年度新規事業等について関21
施主体に対する農業者の農業環境規範点検シ 連付けを依頼。
ートの提出の義務付け等を実施要領に規定す

（ 、 ）るもの)の拡大 ： 事業 ： 事業H19 29 H20 51
・ 都道府県の施肥基準の見直し状況を調査。
（ 、 ）H19 :12 H20 :16までに調査済 県 見直し中 県

・持続性の高い農業生産方式の ・ ホームページに エコファーマー認定状況 ・ 省令技術の追加等の要望を聞き取、 、
導入促進 制度、省令技術(農業者が認定を申請する導 り、検討。

入計画に記載する持続性の高い農業生産方式
を構成する技術（省令で定める技術の中から
選択する ）)を掲載。。

・ 技術の開発・普及動向を踏まえつつ、省令
技術を追加、見直し。

４技術追加H18.3
１技術追加、 技術拡充H19.3 1

・地域でまとまって環境負荷を ・ 「農地・水・環境保全向上対策」のうち営 ・ 「農地・水・環境保全向上対策」
低減する先進的な営農活動の 農活動支援の平成 年度の取組状況として については、引き続き対策を着実に20
推進 は、全国で の活動組織が 千ヘクター 推進するとともに、優良事例集の作2,577 66

ルの農地において、化学肥料・化学合成農薬 成や全国シンポジウムの開催等を通
の使用を 割以上低減する先進的な取組を実 じ、更なる浸透を図る。5
施。

・有機農業の推進 ・ 有機農業総合支援対策において全国 地 ・ 年度以降も引き続き実施45 21
区で有機農業推進の核となるモデルタウンの
育成等を実施

・ 平成 年度中に 都道府県において有機 ・ 計画未策定の都道府県に策定の働20 37
農業推進計画を策定見込み。 きかけを行い、 年度中に全都道府22

県での策定を目指す。

・有機農業や環境保全型農業技 ・ 農林水産省は、有機農業の指導体制の整備 ・ 年度以降も引き続き実施21
術の研究成果の普及の促進 等を図るため普及指導員等を対象に有機農業

H20 3 70に関する研修を実施 計 回 参加者約（ 、
名）
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・生物多様性保全に配慮した技 ・ 環境保全型農業推進コンクールの開催によ ・ 引き続きコンクールを実施。
術等の普及・啓発活動や農業 り生物多様性保全に配慮した取組も顕彰。
者の取組の支援 （平成 年度大臣賞：伸萠ふゆみずたんぼ生19

産組合（宮城・大崎市 ））

・ エコファーマーによる技術や経験
の交換を支援するため全国的交流会
や研修会等の取り組みを支援。

・ 有機農業など環境に配慮した農業生産の推 ・ 引き続き、専門研修の実施による
進に関し、普及組織が適切に対応を図るよう 普及指導員の技術力・指導力の向上
「協同農業普及事業の実施についての考え方 や技術実証等の取組を支援
（ガイドライン 」に明記。）

・ 普及指導員を対象に 「環境保全型農業支、
」「 」 。援研修 有機農業普及支援研修 等を実施

・ＧＡＰ手法の導入・推進(農薬 ・ ＧＡＰについては、汎用性の高い項目をと ・ 食の安全・安心確保交付金等の事
・肥料の適時・適正な使用を りまとめた「基礎ＧＡＰ」を策定 業を活用し、産地実証等への支援、
含む) 米、麦、大豆、施設野菜、路地野菜、果 施設整備に対する支援によるモデル

樹、花き（ ） 茶、きのこ（ ） 的な取組の構築を行うとともに、２H19.3 H19.6
また、ＧＡＰ手法の考え方、導入効果、導 １年度はＧＡＰの点検項目、取組内

入手順等を示した「ＧＡＰ手法導入マニュア 容等に関するデータベースを作成。
ル」を２０年１月に策定。

さらに、食の安全・安心交付金等の事業を
活用するとともに 「ＧＡＰ手法・導入推進、
会議」等を開催し、ＧＡＰの普及を促進。

(目標①)
・エコファーマー認定件数 ・ 平成 年度末現在 件 ・ 平成 年度目標（ 件）の達15 47,766 21 200,000

・ 平成 年９月現在 件 成に向けて認定を促進。20 178,622

(目標②)
・有機農業に関する消費者の理 ・ 有機農業総合支援対策において、実需者等 ・ 平成 年度に有機農業の取組内容23
解の増進 を対象に有機農業の政策説明等の普及啓発活 を知る消費者の割合が ％以上とな50

動を実施 るよう、引き続き普及啓発活動を実
施。

・有機農業の推進体制の強化 ・ 平成 年度中に 都道府県において有機 ・ 計画未策定の都道府県に策定の働20 37
農業推進計画を策定見込み。 きかけを行い、 年度中に全都道府22

県での策定を目指す。
(目標③)
・ＧＡＰ手法の導入産地数の拡 ・ 平成 年 月現在、 産地でＧＡＰを ・ 平成 年度に 産地での導入20 7 1,138 23 2,000
大を図る 導入。 を目指す。
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(２)生物多様性保全をより重視した土づくりや施肥、防除等の推進

項 目 現 状 今後の取組

・土壌微生物・ＩＰＭ防除技術 ・ 国の委託プロジェクト研究「土壌微生物相 ・ 国の委託プロジェクト研究「土壌
にかかる研究開発の推進 の解明による解析技術の開発 （平成 年度 微生物相の解明による解析技術の開」 18

～平成 年度）において、農業環境技術研 発 （平成 年度～平成 年度）に22 18 22」
究所を中心に土壌中の の解析手法を取 おいて、農業環境技術研究所を中心DNA
り入れた土壌微生物の多様性の調査手法を開 に作物生産性と土壌微生物多様性と
発し、土壌微生物解析マニュアルが平成 の関連の解明等に基づき、土壌の生20
年３月に作成された。 物性を評価するための基盤技術を平

また、国の委託プロジェクト研究「生物機 成 年までに開発する。23
能を活用した環境負荷低減技術の開発 （平 また、競争的研究資金「新たな農」
成16年度～平成20年度）において、農業・食 林水産政策を推進する実用技術開発
品産業技術総合研究機構を中心に植物自身が 事業」において、天敵利用技術や土
有する病害虫抵抗性や天敵等の生物間の相互 壌消毒技術等の開発を推進する。
作用を活用し、環境負荷の少ない病害虫・雑
草防除技術や養分吸収促進技術を開発した。

本プロジェクトの成果は、平成20年度中に
最新技術集にとりまとめる予定。

・ＩＰＭ防除技術情報の提供 ・ 農作業の各工程におけるＩＰＭを実践する ・ 生産現場でのＩＰＭ実践モデルの
ための具体的な取組を示したＩＰＭ実践指標 有効性等を検証するとともに、各地
を水稲等の主要１１作物についてモデル的に 域の取組状況について情報収集を行
作成し公表。 い、その結果を広く提供することと

する。

・ また、ＩＰＭ防除体系を構成する技術（Ｉ ・ ＩＰＭ要素技術について、指導現
ＰＭ要素技術）について現場活用レベルにあ 場で活用できる技術集を公表し、各
るものを全国より収集し、提供に向けて技術 種検討会にて活用。
情報集を作成中。 試験研究機関と協力して新たなＩ

ＰＭ要素技術を引き続き収集し、提
供する。

３)鳥獣被害を軽減するための里地里山の整備・保全の推進(

項 目 現 状 今後の取組

・鳥獣害対策の推進 ・ 被害防止施策を総合的かつ効果的に実施す ・ 「鳥獣被害防止特措法」により、
るため、鳥獣被害防止特措法に基づく、被害 市町村が作成する被害防止計画に基
防止計画を 市町村が作成済み（平成 づく取組に対して、総合的な支援措495 20
年 月末） 置（ 年度概算決定額 億円）を11 H21 28

引き続き講じる。
・ 被害防止計画に基づく市町村の鳥獣被害防
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止対策を総合的に支援（平成 年度： 市20 321
町村）

農)(４)水田や水路、ため池等の水と生態系のネットワークの保全の推進 (

項 目 現 状 今後の取組

・生物多様性に配慮した基盤整 ・ 水田や水路、ため池等の水と生態系のネッ ・ 「地域水ネットワーク再生事業」
備等の推進 トワークの再生を行う「地域水ネットワーク については、平成 年度第 次補正20 2

再生事業 （平成20年度当初予算額300百万 予算において、冬期湛水に係る取り」
円）を実施。 組みも事業対象として制度拡充を図

ったところであり、より一層の生物
。多様性に配慮した基盤整備等を推進

( )目標
・土地改良長期計画における目 ［H19年度末目標］約1,700地域
標 ［H19年度末実績］ 1,420地域

田園自然環境の創造に着手 ・ 未達成となったが、地域によっては、同一
地域内で複数年にわたる継続的な取組や複数
箇所における取組を重点的に実施。

生物多様性に配慮した生態 ・ この田園自然環境の創造には、生態系のネ ・ 新たな土地改良長期計画に則し、
系のネットワークの保全の ットワークの保全の推進の他、景観への配慮 自然と共生する田園自然環境の創造
推進 や親水環境の創造等が含まれているため、平 に向け、地域全体を視野において地

成19年の本戦略の策定や生物多様性国家戦略 域固有の生態系に即した保全対象種
の見直しを踏まえ、新たな土地改良長期計画 の生活史・移動経路に着目・配慮し
（H20.12.26閣議決定）においては、田園自 た整備を「生物多様性に配慮した生
然環境の創造の内数である「生物多様性に配 態系のネットワークの保全」として
慮した生態系のネットワークの保全」を新た 実施。
に個別の目標として設定。
［H24年度末目標］約830地域
［H19年度末実績］約670地域

(５)農村環境の保全・利用と地域資源活用による農業振興

項 目 現 状 今後の取組

、・地域の活動支援 ・ 中山間地域等における農業生産条件の不利 ・ 中山間地域等直接支払制度は現在
を補正することにより、耕作放棄の発生を防 対象農用地の 割以上において取組8
止し、多面的機能を確保するため施策として が行われ、これらの地域では耕作放
平成 年度より実施している「中山間地域 棄地の発生が無いなど高い効果が得12
等直接支払制度」は平成 年度より生産性 られていることから、今後とも対策17
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の向上や集落営農化など、将来に向けた積極 期間内における制度の着実な推進を
21 234的な取組を促す新たな対策へ移行し実施（平 図る（平成 年度概算決定額：

成 年度実施状況：協定数約 万 千、交 億円 。19 2 9 ）
付面積約 万 、予算額 億円 。66.5 ha 221 ）

・ 農地・水・環境保全向上対策 の平成 ・ 「農地・水・環境保全向上対策」「 」 20
年度の取組状況としては、全国で約１万９千 については、引き続き、対策を着実
の活動組織が約 万ヘクタールの農地を対 に推進するとともに、より多くの地136
象に共同活動を実施。また、平成 年度実 域で生態系保全に関する活動が取り19
績としては、約４千の活動組織が、水田を活 組まれるよう、優良事例集の作成や
用した生息環境の提供、生物の生息状況の把 全国シンポジウムの開催等を通じ、
握等の生態系保全活動を実施。 更なる浸透を図る。

・ 「グリーン・ツーリズムの推進」について ・ 「グリーン・ツーリズムの推進」
は、平成19年度に「広域連携共生・対流等対 に向け、広域連携共生・対流等対策

21策交付金」を創設し、都道府県域を超えた広 交付金（交付金総額として、平成
域的連携の先導的な取組に対する支援を実施 年度概算決定額 百万円）等によ638
（交付金総額として、平成19年度予算額973 り支援を 行うととも に 「子ども農、
百万円、平成20年度予算額638百万円 。 山漁村交流プロジェクト」について）

また、平成20年度から、小学生が農山漁村 は、全国展開に向けた農山漁村での
において１週間程度の宿泊体験活動を行う 受入態勢の整備等を推進するため、
「子ども農山漁村交流プロジェクト」を文部 子ども農山漁村交流プロジェクト対
科学省、総務省と連携し実施しているところ 策事業を創設（平成 年度概算決定21
であり、平成20年度は全国53のモデル地域を 額 百万円 。640 ）
選定し、受入を実施。

・ 「都市農業の振興」については、平成 ・ 「都市農業の振興」に向け、広域19
年度に「広域連携共生・対流等対策交付金」 連携共生・対流等対策交付金（交付
を創設し、体験農園の普及のための先導的な 金総額として、平成 年度概算決定21
取組等に対する支援を実施（交付金総額とし 額 百万円）等により支援を行う638
て、平成19年度予算額973百万円、平成20年 とともに、国土交通省などの関係府
度予算額638百万円 。 省とも連携し、生産緑地を中心とし）

た農地の保全や市民農園の整備など
に係る取組を推進。

(目標)
・グリーン・ツーリズム施設年 ・グリーン・ツーリズム施設年間延べ宿泊者数
間延べ宿泊者数 ［実績] 795万人(H18)

813万人(H19)
［目標］880万人(H21）
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(６)希少な野生生物など自然とふれあえる空間づくりの推進

項 目 現 状 今後の取組

（・環境保全型農業の推進、生 ・ 環境保全型農業の推進 ・ 引き続き支援。
物多様性に配慮した基盤整備、 すべての農業者が最低限取り組むべき農業
地域活動への支援や都市農業の 環境規範の普及定着、土づくりと化学肥料・
振興などの施策を通じて空間づ 農薬の低減を一体的に取り組むエコファーマ
くりを推進） ーの認定の促進、農地・水・環境保全向上対

策による地域でまとまりをもって化学肥料・
農薬の大幅な低減を進める先進的な取組の支
援、有機農業の推進を支援。

・ 地域固有の生態系に即した保全対象種を設 ・ 左記事業等を計画的に実施すると
定し、保全対象種の生活史・移動経路に着目 ともに更に取組を進めるため、平成2
・配慮した基盤整備を、地域住民の理解・参 1年度から、
画を得ながら計画的に推進する「生物多様性 ① ラムサール条約等の国際条約や
対応基盤整備促進パイロット事業」(平成20 景観法等の法律に基づいて指定さ
年度予算額2億円 採択地区数8地区 を実施 れた環境を保全・形成すべき重要、 ） 。

な地域において、自然環境や農村
景観の維持向上のための調査等へ・ 農村地域の多様な生物の生息環境構成要
の支援を行うとともに、保全に必素に着目し、生息環境全体を向上させる技

「生息環境向上技術調査 要な基盤整備等を実施する「農村術を検討する 」（平
を実施。 環境保全整備推進モデル事業 （平成 年度予算額 百万円）20 54 」

新潟県佐渡市では、平成20年 9月 25日に試 成21年度概算決定額50百万円 、）
験放鳥されたトキが持続的に生息できる生息 ② 生態系に配慮した水田整備等を
環境を整備するため、生息域の水田や水路等 実施した地区において、生態系配
に生息するトキの餌生物を確保するための取 慮施設等の順応的管理を実施する
組を検討。 とともに、生態系配慮対策技術向

上のための技術指針を作成する 水「
・ 農村地域に生息する生きものの現状を明ら 田環境向上基盤整備支援事業 （平」

かにするため、平成13年度から環境省と連携 成21年度概算決定額50百万円 、）
して、水田や水路での生きもの調査（田んぼ ③ 農業農村整備事業における環境
の生きもの調査）を実施。魚とカエルを対象 配慮の充実を図るため、景観・生
として、平成19年度までに延べ2,000地区以 態系を総合的に配慮した整備手法

、上で実施。 の調査・検討及び現地実証を行い
現場におけるガイドラインを作成
する「生態系と景観が調和した農
業農村整備技術開発事業 （平成2」
1年度概算決定額50百万円 、）

を実施。
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・ トキの営巣木等保全整備事業 ・ トキの営巣木等保全整備事業
( 百万円) ( 百万円)H20 40 H21 40
新潟県や関係省庁等との連携の下、当事業 引き続きトキの生息環境として必

により、当該エリアにおける松くい虫被害の 要な松林を重点的に保全実施する。
終息化を図り、もって生物多様性の象徴であ
るトキの生息環境として必要な松林を重点的
に保全

・ トキの生息環境等に関する調査の実施 ・ トキの生息環境等に関する調査の
トキの営巣木(地)及びねぐら、餌場として 実施

利用が見込まれる佐渡の国有林において、適
切な森林環境保全の方針等を検討

(７)草地の整備・保全・利用の推進

項 目 現 状 今後の取組

・草地整備の取組 ・ 草地畜産基盤整備事業において草地の造成 ・ 年度以降も引き続き実施21
・整備改良、草地基盤と施設の一体的整備を

19 137 20 146平成 年度に全国で 地区、 年度に
地区採択し実施。

・放牧の取組推進 ・ 草地畜産基盤整備事業の一環として放牧地 ・ 年度以降も引き続き実施21
、 、 。の基盤整備 牧柵 給水施設等の整備を実施

未利用地・ 強い農業つくり交付金において
等を放牧地として活用するための牧柵や給

を実施。水施設等の整備

(８)里山林の整備・保全・利用活動の推進

項 目 現 状 今後の取組

・地域と都市住民の連携による ・ 森林ボランティア活動支援事業都市住民等 ・ 森林ボランティア活動支援事業都
里山林の再生活動の促進 による花粉症対策のための森づくり活動につ 市住民等による花粉症対策のための

いて支援(限度額 万円 団体) 森づくり活動について支援する。30 /

・ 施業実施協定( 制度化) ・ 施業実施協定を推進する。H16
森林ボランティア団体と森林所有者等が区域
や施業の種類、作業路の整備等の森林施業の
実施に関する協定を締結し、市町村が認可す
る制度



- 8 -

・ 地域活動支援による国民参加の緑づくり活 ・ 地域活動支援による国民参加の緑
動推進事業 ( 百万円) づくり活動推進事業 ( 百万H20 168 H21 128
緑化行事の開催等により広く国民に普及啓発 円)
活動を行うとともに、ＮＰＯや企業等が参加
する森づくり活動のサポート体制の整備、森
づくり活動の評価手法の開発や活用などの環
境整備を行い、各地域における企業やＮＰＯ
等の森林整備・保全活動への参加を促進

・ 「遊々の森」の設定 ・ 「遊々の森」の設定を推進する。
協定締結実績 箇所( 年度末現在)139 H19
国有林野において継続的に体験活動が展開

できる場を積極的に提供し、学校等における
森林環境教育を推進

・ 「ふれあいの森」の設定 ・ 「ふれあいの森」の設定を推進す
区域設定実績 箇所（ 年度末現在） る。143 H19

自主的な森林づくりの活動の場を積極的に提
供し、国民による国有林野の積極的な整備・
利用を推進

H20 9,900 H21 9,900・ 里山エリア再生交付金 百万円 ・ 里山エリア再生交付金（（ ）
居住地周辺の森林及び居住基盤の整備を総合 百万円）
的に実施

・ 絆の森林整備事業( 百万円) ・ 絆 の森林 整備事業 ( 百 万H20 202 H21 163
市民の参加による森林整備や野生動物との共 円)
存のための森林整備を実施

２．森林の保全
(１)多様な森林づくりの推進

項 目 現 状 今後の取組

・広葉樹林化、長伐期化等によ ・ 天然力を活用した森林施業の推進を目的と ・ 天然力を活用した森林施業を推進
る多様な森林への誘導 して、森林施業計画の認定基準について、 する。

① 複層林施業森林において、水土保全機能
を維持しつつ、上層木を適切に伐採し、下
層木の成長に必要な光環境を確保しその成
長を促進するため、伐採可能な材積の上限
を見直し（ 算定方法見直し）H18

② 択伐による伐採を行う場合の更新期間を
見直し( 期間の見直し)H18
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・ 天然更新の完了を客観的に判断するため、
その基準に関する手引きを作成し、都道府県
等へ通知( 通知)H19.3

、・ 農林水産研究高度化事業の広葉樹林化プロ ・ 広混交林化等の施業事例を収集し
ジェクトと連携して、針広混交林化等の施業 事例集の作成に取組む。
事例を収集し、事例集の作成に向けて作業中

・間伐の実施 ・ 平成 年度において 万ヘクタールの間 ・ 年度以降も引き続き間伐等を推18 35 21
伐を実施 進する。

・ 平成 年度～ 年度の間に 万ヘクタ19 24 330
ールを目標に間伐等を推進

( 万 実施(但し、 万 は事業完H19 52 ha 5 ha
了が 年度所要額に繰越）))20

・ 「美しい森林づくり推進国 ・ 美しい森林づくり推進国民運動 ・ 美しい森林づくり推進国民運動を
民運動」の展開 美しい森林づくりに向けた森林の整備・保 支援する。

全に取り組むため、民間組織・企業・個々の
国民と一体となった「美しい森林づくり推進
国民運動」の展開を図るために必要な活動や
ＰＲなどの経費について、民間の運動を支援

(目標)
・ 間伐の実施 ・ 万 実施(但し、 万 は事業完 ・ 年度以降も引き続き間伐等を推H19 52 ha 5 ha 21

平成 年度～ 年度の間 了が 年度所要額に繰越） 進する。19 24 20
に 万ヘクタールを目標に330
間伐等を推進

(２)森林の適切な保全・管理の推進

項 目 現 状 今後の取組

・保安林の適切な管理 ・ 公益的機能の発揮が特に要請される森林に ・ 公益的機能の発揮が特に要請され
ついて保安林の指定を推進（平成 年度末 る森林について保安林の指定を推進18

万 → 平成 年度末 万 ） する。1,176 ha 19 1,188 ha

・ 衛星デジタル画像等を活用し、保安林の現
況や規制に関連する情報を効率的に管理する
体制を整備

・効果的な治山事業の推進 ・ 治山事業 ・治山事業（ 百万円）H21:99,190
（ 百万円、 百万円）H20:105,250 H19:112,012
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荒廃地等における治山施設の設置や機能の
低下した森林の整備を推進

( 箇所、 箇所）H19 5,202 H20 4,672

(３)野生鳥獣による森林被害対策の推進

項 目 現 状 今後の取組

・野生鳥獣による森林被害対策 ・ 野生鳥獣被害広域防除対策推進調査事業 ・ 野生鳥獣被害対策の観点からの生
の推進 ( 百万円) 息環境としての森林管理技術開発事H20 15

関係省庁や都道府県等と密接に連携・協力 業【新規事業】( 百万円)H21 10
し、広域的な観点から、総合的な野生鳥獣被
害防止体制を構築するための調査を実施

・ 森林・林業・木材産業づくり交付金【野生 ・ 森林・林業・木材産業づくり交付
H20 9,691 H21鳥獣被害防除事業 （ 百万円の内 金 【 野 生 鳥 獣 被 害 防 除 事 業 （】 】

数） 百万円の内数）13,222
野生鳥獣による森林被害を軽減するため、

防護柵の設置等による被害防除等の対策を総
合的に支援

・ 野生鳥獣との共存に向けた生息環
H21境等整備モデル事業 新規事業【 】（

百万円）104
野生鳥獣との棲み分け、共生を可

、能とする地域づくりに取り組むため
地方公共団体、ＮＰＯ等と連携し、
奥地国有林における野生鳥獣の生息
環境の整備と鳥獣の個体数管理等の

。総合的な対策をモデル的に実施する

(４)担い手の確保・育成と山村地域の資源活用を通じた都市と山村との交流・定住の促進

項 目 現 状 今後の取組

・都市と山村の共生・対流と山 ・ 山村再生総合対策事業（ 百万円） ・ 山村再生総合対策事業（ 百H20 300 H21 295
村への定住の促進 優れた自然や文化、伝統等の山村特有の資 万円）

源を活用した新たな産業の創出や都市との交
・地域特産物の振興等による山 流、山村コミュニティの再生に向けた取組を
村の就業機会の拡大 支援し、健康・福祉、教育、環境などに着目

した魅力ある山村づくりを推進( プラH20 60
ンを支援)
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(５)施業現場における生物多様性への配慮

項 目 現 状 今後の取組

・施業現場における生物多様性 ・ 天然力を活用した森林施業の推進を目的と ・ 天然力を活用した森林施業を推進
への配慮 して 森林施業計画の認定基準について 再 する。、 、【

掲２( )】1

・ 天然更新の完了を客観的に判断するため、
その基準に関する手引きを作成し、都道府県
等へ通知【再掲２( )】1

、・ 農林水産研究高度化事業の広葉樹林化プロ ・ 広混交林化等の施業事例を収集し
ジェクトと連携して、針広混交林化等の施業 事例集の作成に取組む。
事例を収集し、事例集の作成に向けて作業中
【再掲２( )】1

・ 国有林における希少種についての個別マニ ・ 国有林における希少種についての
ュアルの作成 個別マニュアルを作成する。

クマタカ、オオタカ、イヌワシ等の希少種
について、森林施業上の留意事項などの通知
やマニュアルを各森林管理局が管内の状況に
応じて作成

(６)国民参加の森林づくりと森林の多様な利用の推進

項 目 現 状 今後の取組

・企業等による森林づくり活動 ・ 地域活動支援による国民参加の緑づくり活 ・ 地域活動支援による国民参加の緑
の促進 動推進事業( 百万円)【再掲１( )】 づ く り 活 動 推 進 事 業 ( 百 万H20 168 8 H21 128

円)【再掲】

・ 「知床自然の森づくり」協働モデル事業 ・ 「知床自然の森づくり」協働モデ
( 百万円) ル事業( 百万円)H20 14 H21 13

国民の関心が高い知床において、ボランテ
ィア団体、教育機関、企業等多様な主体の参
画の下、協働型の森林づくりの取組をモデル
的に企画・実践し、当該成果を発信・普及す
ることにより、国民参加の森林づくりを一層
促進

H20 220 H21 208・ 自然再生推進モデル事業( 百万円) ・ 自然再生推進モデル事業(
ＮＰＯ等との連携を図りつつ地域ニーズ等 百万円)

に対応した自然再生の取組を支援
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・国民による国有林野の積極的 ・ 森林空間総合利用事業( 百万円) ・ 森林空間総合利用事業( 百H20 87 H21 87
な利用の促進 森林に対するニーズの多様化、高度化に対 万円)

処するため、国有林野において、総合的利用
の場の提供や森林環境教育の推進等を目的と
した各種事業を実施(「レクリエーションの

1,130 20 4 1森」設定箇所数 箇所（平成 年 月
日現在）)

・ 「レクリエーションの森」サポーター制度 ・ 「レクリエーションの森」サポー
国有林では 「レクリエーションの森」の ター制度を推進する。、

整備や管理にサポーターとして、資金や資材
又は労力の支援をいただく企業・団体を募集
(協定締結実績 箇所（ 年末現在）)6 H20

・ 「ふれあいの森」の設定[再掲１( )] ・ 「ふれあいの森」の設定を推進す8
(区域設定実績 箇所（ 年度末現在）) る。143 H19

・ 「法人の森林」の設定 ・ 「法人の森」の設定を推進する。
仕組みや先進取組事例についてホームペー

ジ等で情報発信し、企業等へのフィールド提
供を促進
（累計実績 箇所（ 年度末現在 ）458 H19 ）

・ モデルプロジェクト ・ モデルプロジェクトについての取
「国民の森林」の実現に向けたモデル的な 組を実施する。

取組として、関東森林管理局の「赤谷」や九
州森林管理局の「綾」などの地域において、
市民団体や地域住民の方々等と協働・連携し
た森林の保全・整備や生物多様性の復元など
の取組を実施( 森林管理局で実施)7

(７)森林環境教育・森林とのふれあいの充実

項 目 現 状 今後の取組

・森林環境教育等の充実 ・ 森林環境教育推進総合対策事業（ 百 ・ 森 林 環 境 教 育 推 進 総 合 対 策 事 業H20 14
万円） （ 百万円）H21 11
学校関係者や森林組合等への普及・啓発の

800ためのリーフレットの作成・配布(全国約
の森林組合、 都道府県の教育委員会へ配47
布数)
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・ 原生的な天然林を保存している森林生態系 ・ 原生的な天然林を保存している森
保護地域のうち、保全利用地区（バッファー 林生態系保護地域のうち、保全利用

（ ） 、ゾーン）において、森林の仕組み・働きと森 地区 バッファーゾーン において
林の接し方を学ぶ場の整備等を実施 森林の仕組み・働きと森林の接し方

を学ぶ場の整備等を実施する。

・ 「学校林・遊々の森」全国子どもサミット ・ 平成 年度は、｢「学校林・遊々21
( ～) の森」全国子どもサミット 四国｣H19 in

国有林では「学校林」や「遊々の森」にお を開催予定。
ける活動の情報を発信し、これらの取組を全

、「 」国に広げていくことを目的として 学校林
「遊々の森」での学習・体験活動に積極的に
取り組む小学校の児童や教職員等を参集し、
学習・体験活動の発表や意見交換等を実施

・ 森の子くらぶ活動の受入可能な施設の増加 ・ 森の子くらぶ活動の受入可能な施
に向けた働きかけと、活動実績、施設等にか 設の増加に向けた働きかけと、活動

、 、かる情報を収集し、提供する。 実績 施設等にかかる情報を収集し
提供する。

・ 「遊々の森」の設定【再掲１( )】 ・ 「遊々の森」の設定を推進する。8
(協定締結実績 箇所（ 年度末現在）)139 H19

・ 教育関係機関等との連携による森林環境教 ・ 教育関係機関等との連携による森
育 林環境教育を推進する。

参加者数 万人（ 年度実績） ・ 森林・林業体験交流促進対策【新11 H19
国有林では、学校、教育委員会、ＮＰＯ等 規事業】( 百万円）H21 73

との連携により、森林教室、自然観察会、体 国有林野を利用した森林環境教育
験林業等を実施 の一層の推進を図るため、農山漁村

における体験活動とも連携し、フィ
ールドの整備及び学習・体験プログ
ラムの作成を実施する。

・ 「ふれあいの森」の設定【再掲１( )】 ・ 「ふれあいの森」の設定を推進す8
区域設定実績 箇所 年度末現在 る。（ （ ））143 H19

(８)国産材の利用拡大を基軸とした林業・木材産業の発展

項 目 現 状 今後の取組

・木材の安定供給体制の整備 ・ 木材安定供給圏域システムモデル事業 ・ 木材安定供給圏域システムモデル
（ 百万円） 事業（ 百万円）H20 256 H21 256
「新生産システム」モデル地域を対象とし

て、大規模な木材安定供給体制のプランニン
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グ、進行管理、分析・評価などを実施。

H20 41 H21・ 素材流通コーディネート事業（ 百 ・ 素材流通コーディネート事業（
万円） 百万円）41

原木の供給側である素材生産事業体を取り
まとめ、製材工場等の需要者のニーズと的確
にマッチングさせることにより、大きなロッ
トでの安定的な原木の供給体制を整備。

・木材産業の競争力の強化 ・ 木材利用及び木材産業体制整備推進対策 ・ 木材利用及び木材産業体制整備推
（森林・林業・木材産業づくり交付金 進対策H20

百万円の内数） （森林・林業・木材産業づくり交付金9,692
木材の需要構造の変化に対応した林産物の 百万円の内数）H21 13,222

供給・木材利用を推進するため、競争力のあ
る木材産地の形成と地域材の安定的な供給を
目的とした木材加工流通施設等を整備し、木
材産業の構造改革を推進

・消費者重視の新たな市場の形 ・ 木材利用及び木材産業体制整備推進対策 ・ 木材利用及び木材産業体制整備推
成と拡大 （森林・林業・木材産業づくり交付金 進対策H20 9,692

百万円の内数） （森林・林業・木材産業づくり交付
未利用木質資源の利用を促進するための木 金 百万円の内数）H21 13,222

10質バイオマス利活用施設の整備を実施 ((
箇所（当初計画）)

・ 木材広域総合情報整備事業（ 百万 ・ 木材広域総合情報整備事業H20 102
円） （ 百万円）H21 83

地域における安定した木材供給体制の確立
に向け、国内外の 木材需給動向の情報収集
に対して支援。

（目標） 国産材の安定供給と競争力の強化及び消費 ・ 国産材の安定供給と競争力の強化及
・木材供給・利用量 万 者重視市場拡大の推進 び消費者重視市場拡大を推進する。2,300 m3
（ )H27

(９)「保護林」や「緑の回廊」をはじめとする国有林野の保全・管理の推進

項 目 現 状 今後の取組

・多様な森林整備の推進 ・ 天然更新等の森林施業技術を活用しつつ、 ・ 天然更新等の森林施業技術を活用
伐採年齢の長期化、林齢や樹種の違う高さの しつつ、伐採年齢の長期化、林齢や
異なる複層状態の森林の整備、小面積・モザ 樹種の違う高さの異なる複層状態の

イク的配置に留意した施業、針葉樹と広葉樹 森林の整備、小面積・モザイク的配
の混交を促進する施業等を実施 置に留意した施業、針葉樹と広葉樹
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の混交を促進する施業等を実施
・優れた自然環境を有する森林 ・ 保護林 ・ 原生的な天然林や貴重な野生動植
の保全・管理 原生的な天然林や貴重な野生動植物の生息 物の生息・生育地等の国有林野につ

・生育地等の国有林野について、保護林を設 いて、保護林を設定する。
定。( 現在 箇所、約 万 )H20.4.1 841 78 ha

・ 緑の回廊 ・ 野生動植物の生息・生育地を結ぶ
野生動植物の生息・生育地を結ぶ移動経路 移動経路を確保することにより、個

を確保することにより、個体群の交流を促進 体群の交流を促進して種の保全や遺
して種の保全や遺伝的な多様性を確保するた 伝的な多様性を確保するため、緑の
め、緑の回廊を設定し、保護林相互を連結す 回廊を設定し、保護林相互を連結す
るネットワークを形成( 現在 箇所、 るネットワークを形成する。H20.4.1 24
約 万 )51 ha

H20 29 H21 29・ 保護林拡充緊急対策事業( 百万円) ・ 保護林拡充緊急対策事業(
生物多様性国家戦略等の着実な実施を図る 百万円)

ため、新たな保護林の設定を緊急に推進する
ため現地調査や検討会を実施

H20 91 H21 90・ 保護林保全緊急対策事業 百万円 ・ 保護林保全緊急対策事業（（ ）
保護林の保全対策（保全管理手法の検討、 百万円）

実施など）を措置

・ 世界遺産保全緊急対策( 百万円) ・ 世界遺産保全緊急対策( 百H20 107 H21 106
世界遺産条約の締約国の責務を果たすた 万円)

め、国有林内の自然遺産、文化遺産及びその
周辺の森林について、推薦地域や暫定一覧表

記載地域も含めて保全対策を実施。

・ 「世界遺産の森林」保全推進に係る調査事 世界遺産の森林 保全推進事業(森・ 「 」
業( 百万円) 林環境保全総合対策事業H21 158百万H20 32

我が国の世界遺産候補地における森林の世 円の内数)
界的な価値の保全及び向上を図るため、侵略
的外来種の悪影響が問題となっている森林生
態系の新たな保全管理手法の開発や、推薦に
向けた管理方策等を検討

・ 保護林等森林資源管理強化対策事業 ( ・ 保護林等森林資源管理強化対策事H20
百万円) 業 ( 百万円)358 H21 334

保護林を対象としたモニタリング調査を実
施し、調査結果を踏まえて必要な措置を検討
するほか、国有林内に生息・生育する希少野
生動植物に関する情報のデータベース化等を
実施。
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H20 201 H21・ 緑の回廊整備特別対策事業( 百万 ・ 緑 の 回 廊 整 備 特 別 対 策 事 業 (
円) 百万円)200

「緑の回廊」において、巡視、生息・生育
環境の保全・整備等を実施

・ 希少野生動植物種保護管理事業( 百 ・ 希 少 野 生 動 植 物 種 保 護 管 理 事 業H20 96
万円) ( 百万円)H21 93

国有林野内に生息・生育している希少野生
動植物種を対象に、巡視及び生息・生育環境
の維持・整備等の事業を実施

(１０)森林資源のモニタリングの推進

項 目 現 状 今後の取組

・森林資源のモニタリングの推 ・ 地域森林計画編成事業費補助金のうち森林 ・ 地域森林計画編成事業費補助金の
進 資源モニタリング調査費（ 百万円） う ち 森 林 資 源 モ ニ タ リ ン グ 調 査 費H20 209

・ 国有林森林計画等経費のうち森林資源モニ （ 百万円）H21 209
タリング調査費（ 百万円） ・国有林森林計画等経費のうち森林資H20 157

（ ）地域森林計画等における森林の整備に関す 源モニタリング調査費 百円H21 150
る基本的な事項等を定めるのに必要な客観的
資料を得るため、森林の状態とその変化の動
向について、全国統一した手法によるモニタ
リング調査を実施

・ 森林資源調査データによる動態変化解析事 ・ 森林資源調査データによる動態変
業 ( 百万円) 化解析事業 ( 百万円)H20 86 H21 83

森林資源モニタリング調査結果の時系列解
析手法や衛星画像等による解析手法を開発

・ 平成 年度で、全国的に２巡目の調査が ・ 調査結果の集計方法や時系列分析20
完了することから 現在学識経験者等により の手法等を確定する。、 、
調査結果の集計方法や時系列分析の手法等に
ついて検討中

(１１)世界の持続可能な森林経営の推進

項 目 現 状 今後の取組

・国際協力の推進 ・ 国際協力機構（ ）や国際食糧農業機関 ・ 途上国の森林保全等のための技術JICA
（ ・国際熱帯木材機関（ ）などを 資金協力や人材育成等の取組を実施FAO ITTO）
通じた途上国の森林保全等のための技術・資 する。
金協力や人材育成等の取組を実施
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・ 国連森林ﾌｫｰﾗﾑ( )ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ･ﾊﾟｰﾄﾅｰ国 ・ 国際機関等との連携の下、途上国UNFF
森林専門家会合( 百万円) における持続可能な森林経営推進のH20 17

国際機関等との連携の下、途上国における ための課題等について検討を行う。
持続可能な森林経営推進のための課題等につ
いて検討を行う国際森林専門家会合を開催

・ モントリオール・プロセスを通じた基準・ ・ 同プロセスの事務局国である我が
指標への取組 国が主導し、参加各国と第２回概要

欧州以外の温帯林や寒帯林を有する ヶ レポートを作成する。12
（ 、 、 、国 アルゼンチン オーストラリア カナダ

チリ、中国、日本、韓国、メキシコ、ニュー ・ 第２回国別森林レポート（我が国
ジーランド、ロシア、ウルグアイ、米国）に 分）を作成する。
より進められている持続可能な森林経営の基
準・指標の作成と活用のための取組。平成７
年に生物多様性の保全を含む７つの基準と

の指標を作成。参加各国で指標に沿った67
データ収集が進められ、平成 年に各国の15
国別レポートとモントリオール・プロセス全
体の概要レポートを作成。平成 年に指標20
の改定作業を完了し、当初の 指標は 指67 54
標に簡素化。

３．里海・海洋の保全
(１)藻場・干潟等の保全の推進

項 目 現 状 今後の取組

・藻場・干潟の造成及び維持管 ・ 環境・生態系保全活動支援調査・実証事業 ・ 環境・生態系保全対策
理活動の促進 （ 百万円） （ 百万円）H20 150 H21 1,330

【調査内容】 【支援内容】
維持管理活動の促進するための制度の検討 漁業者を中心とした藻場・干潟等

に資する情報の収集。また、 箇所で実証 の維持・管理等の環境・生態系の保26
活動を実施中。 全活動を支援するための新たな交付

金制度を創設。
・ 環境・生態系保全活動支援制度検討会
【開催概要】

維持管理活動の促進するための制度につい
て、３回に渡り検討会を開催。
中間取りまとめを策定。

・ 水産基盤整備事業 ・ 水産基盤整備事業
（ 百万円の内数） （ 百万円の内数）H20 133,937 H21 119,860



- 18 -

・ 平成 年度 藻場資源調査等推進事業 ・ 年度までに得られた調査結果に20 20
（ 百万円） ついて、都道府県等関係者への普及H20 114

【調査内容】 を図る（予算措置なし 。）
藻場資源の長期変遷調査（３海域 、藻場）

資源消滅防止対策（３地区 、藻場資源評価）
及び管理手法の確立

・ 岩礁域における大規模磯焼け対策促進事業 ・ 岩礁域における大規模磯焼け対策
（ 百万円）において、漁業者等を中 促進 事 業（ 百 万円 ）においH20 47 H21 40
心とした大規模な磯焼け対策の技術的サポー て引き続き技術的サポートを 地区17
トを 地区で実施している。 で実施し、効果的な磯焼け改善のノ17

ウハウを他地域に普及、技術移転に
取り組む。

・ 生育環境が厳しい条件下における増養殖技 ・ 厳しい環境条件下におけるサンゴ
術開発事業（ 百万円）において、 増殖技術開発実証事業（ 百H20 227 H21 290
サンゴ種苗生産技術の開発を実施している。 万円）において、サンゴ種苗生産及

。び移植・保全技術の実証に取り組む

・生育環境の維持管理活動の推 ・ 漁場漂流・漂着物対策推進事業のうち漂流 ・ 漁場漂流・漂着物対策推進事業の
進 ・漂着物処理推進モデル事業 （ 百 うち漂流・漂着物処理推進モデル事H20 64

万円） 業 （ 百万円）H21 60
漁業系資材の漁網、発泡スチロール製のフ 引き続き、漁業系資材の漁網、発

ロート及びプラスチック製品について、モデ 泡スチロール製のフロート及びプラ
ル地域（４地域）を選定し、その処理費用の スチック製品について、モデル地域
軽減方策及びリサイクル技術の開発・推進を を選定し、その処理費用の軽減方策
図った。 及びリサイクル技術の開発・推進を

図る。

・ 漁場漂流・漂着物対策推進事業のうち漁場 ・ 漁場漂流・漂着物対策推進事業の
H20 15 H21漂流物対策推進事業（ 百万円） うち漁場漂流物対策推進事業（

〔事業内容〕 百万円）14
漂流物による広域的な漁場環境の悪化を防 〔事業内容〕

ぐため、漁業活動中に回収した漂流物の処理 引き続き、漂流物の処理に必要な経
に必要な経費を補助（３海域 。 費の補助を実施予定（３海域 。） ）

・ 漁場環境・生物多様性保全総合対策事業の ・ 漁場環境・生物多様性保全総合対
うち場環境保全活動促進事業（ 百万 策事業のうち場環境保全活動促進事H20 13
円） 業（ ６百万円）H21

漁協等が行う海浜・河川等の清掃活動及び 引き続き、漁協等が行う海浜・河
森づくり等の漁場環境・生物多様性維持保全 川等の清掃活動及び森づくり等の漁
に関する情報収集、提供を行い自主的な取組 場環境・生物多様性維持保全のため
みを促進。 の取り組み状況の把握やその効率的

な取り組みに向けた検討に対して支
援を行う。
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・赤潮等による漁業被害防止 ・ 漁場環境・生物多様性保全総合対策事業の ・ 漁場環境・生物多様性保全総合対
うち赤潮・貧酸素水塊漁業被害防止対策事業 策事業のうち赤潮・貧酸素水塊漁業
（ 百万円） 被害防止対策事業（ 百万円）H20 94 H21 77

４月～３月（周年 、１６海域において、 ４月～３月（周年 、１６海域に） ）
赤潮発生機構の解明及び広域的な監視体制の おいて、前年同様の各種モニタリン
確立のための各種モニタリング調査等の実 グ調査等を実施。
施、貧酸素水塊の発生機構の解明と予測技術
の開発等を実施。

(目標①)
H19 7.8 ha H19 23 5 25・漁場の効用回復に資するたい ・ ： 万 ・ ～ 年度の ヵ年間で概ね

積物除去等 万 を整備ha

(目標②)
・藻場・干潟の造成 ・ ： ・ ～ 年度の ヵ年間で概ねH19 1,275ha H19 23 5

を整備5,000ha

(２)生物多様性に配慮した漁港漁場の整備の推進

項 目 現 状 今後の取組

・モニタリングによる影響の把
握

水産基盤整備事業 水産基盤整備事業
・周辺の自然環境との調和 （ 百万円の内数） （ 百万円の内数）H20 133,937 H21 119,860

・漁港周辺水域の水質保全

(目標①)
H19 1.2 ha H19 23 5 7・魚礁や増養殖場の整備 ・ ： 万 ・ ～ 年度の ヵ年間で概ね

万 を整備5,000ha
(目標②)
・平成 年度末を目途に、漁村 ・ 平成 年度末：漁業集落排水処理人口比 ・ 漁業集落排水処理を行うこととし23 19

43 60の漁業集落排水処理人口比率 率 ％ ている漁村の処理人口比率を概ね
％（平成 年度）に向上させる。23
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(３)地域資源活用による漁村環境の保全・利用の推進

項 目 現 状 今後の取組

・地域資源を活かした漁村づく ・ 多様な主体の参画・連携を通じ、地域の主 ・ 引き続き、地域の主体性と創意工
り及び都市と漁村の共生・対流 体性と創意工夫に富む取組を支援。 夫に富む取組を支援することにより
の促進 漁村地域力向上事業( 百万円) 地域資源等の地域特性を活かした活H20 103

（主な実績） 力ある漁村づくりを促進するほか、
・ モデル事業実施地区１５地区 子どもの漁村での長期宿泊体験活動
・ アドバイザー派遣 １３地区 の推進に ついて検討 する （漁村地。
・ 人材育成等研修会議 ３地区 域力向上事業( 百万円)）H21 104

(４)生物多様性に配慮した海洋生物資源の保存・管理の推進

項 目 現 状 今後の取組

・我が国のリーダーシップを発 ・ 科学的知見に基づく適切な資源管理を実施 ・ 引き続き適切な資源管理を実施す
揮しつつ、科学的根拠に基づく するため、公海等で漁獲される国際漁業資源 るための調査、解析を着実に実施す
資源の持続的な利用を実現する の調査、解析を行っている。得られた科学的 るとともに、資源変動機構の解明を
ための取組を強化 知見をもって、国際的な資源管理体制の確立 進め、資源評価の精度向上を図る。

と、我が国が持続的に利用できる資源の確保
に貢献する。

・ 国際漁業資源対策推進事業 ・ 国際漁業資源対策推進事業
（ 百万円） （ 百万円）H20 945 H21 898

対象海域は主な漁業管理機関の管轄海域で 対象海域は主な漁業管理機関の管
ある太平洋、大西洋、インド洋等、ほぼ全世 轄海域である太平洋、大西洋、イン
界の海洋 ド洋等、ほぼ全世界の海洋

・ 鯨類資源に関する科学的データ収集 ・ 鯨類資源に関する科学的データ収
集

H20 404 H21 404・ 鯨資源調査等対策推進費（ 百万 ・ 鯨資源調査等対策推進費（
円）南極海（ 月～翌年 月 、北太平洋 百万円、 ～ ）南極海（ 月～11 4 H16 23 11）
（ 月） 翌年 月 、北太平洋（ 月）4,5,9,10 4 4,5,9,10）

・ 鯨類調査捕獲事業費補助金（ 百 ・ 鯨類捕獲調査円滑化事業費補助金H20 538
万円）南極海（ 月～翌年 月 、北西太平 （ 百万円、 ～ ）南極11 4 H21 795 H21 23）
洋（ 月～ 月） 海（ 月～翌年 月 、北西太平洋5 8 11 4 ）

（ 月～ 月）5 8

・ 科学的研究に基づく鯨類資源の保存と持続 ・ 科学的研究に基づく鯨類資源の保
的利用を国際的に確立 存と持続的利用を国際的に確立
第 回国際捕鯨委員会（ 月サンティアゴ 第 回国際捕鯨委員会（ 月マデ60 6 61 6
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（チリ ） イラ（ポルトガル ）） ）

・ （独）水産総合研究センター海洋水産資源 ・ （独）水産総合研究センター海洋
開発勘定運営費交付金（ 百万円の 水産資源開発勘定運営費交付金H20 2,709
内数） （ 百万円の内数）H21 2,725

水産資源の合理的利用のための漁業生産技 引き続き水産資源の合理的利用の
術及び漁獲対象以外の生物の混獲回避技術、 ための漁業生産技術及び漁獲対象以
生態系機能の保全に配慮した漁業生産技術等 外の生物の混獲回避技術、生態系機
の開発に取り組んだ。 能の保全に配慮した漁業生産技術等

の開発を行うとともに、漁業管理手
法の高度化のための課題にも取り組
む。

(目標)
H20 150 H21 84・二国間・多国間による漁業協 ・ 国際資源環境対策事業（ 百万円） ・ 国 際 資 源 環 境 対 策 事 業 （

定維持・増大 ① インド洋におけるまぐろ類漁業統計の精 百万円）
度向上のための技術指導等 ① インド洋におけるまぐろ類漁業

② パナマ水域における海亀混獲削減のため 統計の精度向上のための技術指導
の技術指導等 等

② パナマ水域における海亀混獲削
減のための技術指導等

・ 東南アジア地域水産資源持続的利用推進事 ・ 東南アジア地域水産資源持続的利
業（ 百万円） 用推進事業（ 百万円）H20 91 H21 91
① 回遊性魚種に関する調査、資源評価等 ① 回遊性魚種に関する調査、資源
② 深海生態系に漁業が及ぼす影響の調査等 評価等
③ 浮き魚類に係る情報収集 ② 深海生態系に漁業が及ぼす影響
④ 漁業権、共同管理に基づいた漁業制度の の調査等

構築、指標を活用した共同管理の推進 ③ 浮き魚類に係る情報収集
⑤ 国際漁業問題に関する地域技術会合の開 ④ 漁業権、共同管理に基づいた漁

催等 業制度の構築、指標を活用した共
同管理の推進

⑤ 国際漁業問題に関する地域技術
会合の開催 等

・ 東南アジア地域環境調和型地域開発支援事 ・ 東南アジア地域環境調和型地域開
業（ 百万円） 発支援事業（ 百万円）H20 86 H21 86
① 国際的に問題となっている種の増養殖 ① 国際的に問題となっている種の
② 環境に配慮した効率的な飼育伊具術と魚 増養殖

病診断技術の開発 ② 環境に配慮した効率的な飼育伊
③ 環境を重視した漁村開発推進活動の実施 具術と魚病診断技術の開発

③ 環境を重視した漁村開発推進活
動の実施
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・ 水産養殖ガイドライン策定事業 ・ 生態系に配慮した持続的漁業推進
（ 百万円） 支援事業（ 新規 百万円）H20 800 H21 78

① 世界の養殖業の現状・動向のレビューと ① サメ・海亀等国内行動計画のフ
問題点の把握 ォローアップの地域ワークショッ

② 主要養殖魚種・国における現地調査の実 プ開催
施 ② 生態系に配慮した漁業ガイドラ

③ 専門家会合によるガイドライン案の検討 インに沿った国内計画の策定・実
及び報告 等 施支援

③ 地球温暖化が漁業・養殖業に与
・ 持続可能な開発に関する世界サミットフォ える影響特定調査

ローアップ事業（ 百万円） ④ 地球温暖化が漁業・養殖業に与H20 47
① 国際資源管理体制強化支援 える影響の適応策・緩和策の検討
② 海洋生態系一括管理検討・実施支援 ⑤ 地球温暖化に適応した養殖振興
③ 国際漁業開発に関する社会経済的評価 計画の策定 等
④ 深海漁業に係る保護・管理のための技術

的ガイドラインの作成
⑤ 海洋保護海域にかかる開発と管理のため

のガイドライン策定 等

(５)資源管理の一層の推進とポスト資源回復計画の導入

項 目 現 状 今後の取組

・科学的根拠に基づく資源の持 ・ 資源回復計画の作成及び同計画の取組を推 ・ 引き続き資源回復計画の取組の推
続的な利用を実現するための取 進。 進を図るとともに、ポスト資源回復
組を強化 また、ポスト資源回復計画のスキームを検 計画移行調査事業を通じ取組の有効

討。 性について評価した上で、自立的な
資源管理体制の構築に向けた取組 ポ（

・ 資源回復計画数 スト資源回復計画）を推進。
計画（平成 年 月現在）65 21 1

・ 関連予算 ・ 関連予算H20 H21
【強い水産業づくり交付金 百万円の内 【強い水産業づくり交付金 百万7,730 7,674

数】 円の内数】
【資源回復計画等の作成及び普及の推進支援事 【資源回復計画等の作成及び普及の推

業 百万円】 進支援事業 百万円】40 42
1,430 17【資源回復等推進支援事業 百万円】 ポスト資源回復計画移行調査事業【

百万円】
【省エネ対応・資源回復等推進支援事

業 百万円】1,648

・ 漁 獲 可 能 量 （ ） 制 度 及 び 漁 獲 努 力 量 ・ 引き続き、漁獲可能量（ ）制TAC TAC
（ ）制度の適切な設定・管理を推進。 度及び漁獲努力量（ ） 制度の適TAE TAE
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切な設定・管理を推進。
・ 漁獲可能量（ ）制度TAC

さんま、さば類等７魚種を対象に漁獲量の
上限を設定。

・ 漁獲努力量（ ）制度TAE
さわら、とらふぐ等８魚種を対象に一定期

間・区域内における年間の操業隻数、操業日
数の上限を設定。

・ 関連予算 ・ 関連予算：H20 H21
【合理的資源管理推進事業 百万円】 【合理的資源管理推進事業 百万223 223

円】

(６)生物多様性に配慮した増殖と持続的な養殖生産及び内水面の保全の推進

項 目 現 状 今後の取組

・環境・生態系と調和した増殖 ・ （独）水産総合研究センター試験研究・技 ・ （独）水産総合研究センター試験
の推進 術開発勘定運営費交付金 研究・技術開発勘定運営費交付金

（ 百万円） （ 百万円）H20 14,481 H21 14,669
生態系機能の保全に配慮した種苗放流・資 引き続き生態系機能の保全に配慮

、源培養技術の開発、絶滅の危機に瀕している した種苗放流・資源培養技術の開発
希少水生生物の保護及び増養殖技術の開発、 絶滅の危機に瀕している希少水生生
さけます類の個体群を維持するためのふ化放 物の保護及び増養殖技術の開発、さ
流等に取り組んだ。 けます類の個体群を維持するための

ふ化放流を行うとともに、水産生物
の生育環境の管理・保全技術の課題
にも取り組む。

・持続的な養殖生産の推進 ・ ポスター・パンフレットの漁協等への配付 ・ 貝類・海藻類養殖地域を中心に、
を通じて漁場改善計画の周知を図り平成 引き続き漁場改善計画の策定を一層20
年度の漁業権の一斉切り替えに併せて計画策 推進する。
定の推進を図った。

（ 参考》平成 年度まで「持続的養殖生産・《 19
供給推進事業のうち養殖漁場環境保全推進委
託事業（ 百万円 」を実施）H19 39 ）

・内水面の生物多様性を保全す ・ 広域的なカワウの食害対策・ブラックバス ・ 広域的なカワウの食害対策・ブラ
る取組みの推進 等外来魚の駆除対策として 「健全な内水面 ックバス等外来魚の駆除対策につい、

生態系復元等推進事業」のうち緊急・広域外 ては、これまでの広域的なカワウの
来魚等対策事業（ 百万円）におい 生息状況等調査、追払や捕獲、外来H20 170
て、 年度は 河川、 湖沼等でカワウ 魚の駆除、推進体制の整備に加え、H19 141 13
の防除を、 河川、 湖沼等で外来魚の駆 カワウの大規模なコロニーの銃器に58 18
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除を実施した（ 年度は 河川、 湖沼 よる破壊や、外来魚の分布拡大の供H20 121 21
等でカワウの防除を、 河川、 湖沼等で 給源となっている河川・湖沼での電74 15
外来魚の駆除を実施する見込み 。 気ショッカーによる駆除など先駆的。）

な手法による駆除対策を集中的に実
施する。

・ 生態系の保全・復元に配慮した効果的な資 ・ 生態系の保全・復元に配慮した効
源増殖手法等の開発として 「健全な内水面 果的な資源増殖手法等の開発につい、
生態系復元等推進事業」のうち漁場環境調査 ては、漁場環境の改善を促進するた
指針作成事業（ 百万円 、渓流資源 めの漁場環境調査指針の作成、渓流H20 33 ）
増大技術開発事業（ 百万円 、外来 魚の遺伝的多様性を維持した移植放H20 32 ）
魚抑制管理技術開発事業 百万円 流・生息場所の復元技術の開発、外（ ）、H20 22
生態系に配慮した増殖指針作成事業 来魚の生息状況に応じた効果的な外（H20 13
百万円）の各事業において、内水面の生態系 来魚攻略手法の開発、種苗放流と産
の保全・復元に配慮した技術開発や指針を作 卵床造成を組み合わせた淡水魚の増
成するための調査研究を行った。 殖指針を作成する。

・ 環境・生態系に配慮した資源増殖の取組を ・ 環境・生態系に配慮した資源増殖
促進するための産卵場、種苗生産施設の整備 の取組を促進するための産卵場、種
として 「健全な内水面生態系復元等推進事 苗生産施設の整備については、魚道、
業」のうち河川流域振興活動実践事業（ や天然産卵床等の機能維持活動を行H20

百万円）において魚道や天然産卵床等 うとともに、種苗生産施設の整備を44
の機能維持活動の取り組みを行ったほか 強 推進する。、「
い水産業づくり交付金」のうち内水面資源増

H20 7,730養殖施設等基盤施設の整備事業（
百万円の内数）において、マス類の種苗生産
施設の整備を行った（１ヶ所 。）

(目標)
・漁場改善計画対象海面におけ ・ 平成 年１月末現在において、７割５分 ・ [目標］約８割( 年度)20 H23
る海面養殖生産に占める割合の を達成
増大

(７)希少生物の保護・管理等を踏まえた生物多様性保全の推進

項 目 現 状 今後の取組

・希少水生生物の保全による生 ・ 漁場環境・生物多様性保全総合対策事業の ・ 漁場環境・生物多様性保全総合対
物多様性の保全 うち希少水生生物保全事業 百万円 策事業のうち希少水生生物保全事業（ ）H20 13

（ 百万円）H21 11

希少水生生物の保全を図るため、その資源 希少水生生物の保全を図るため、
状況調査データの総合的分析を行うととも 引き続き、その資源状況調査データ
に、８種の希少水生生物を選定し、その保全 の総合的分析及び保全手法の開発を
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手法の開発を実施中。 実施。

・ 漁場環境・生物多様性保全総合対策事業の ・ 漁場環境・生物多様性保全総合対
うち海洋生物多様性国際動向調査事業 策事業のうち海洋生物多様性国際動
（ 百万円） 向調査事業（ 百万円）H20 14 H21 12

２１年に に対して提出するサメ・海 引き続きサメ・海鳥等の偶発的捕FAO
鳥評価レポート作成に必要となる国内の動向 獲に関する調査を実施するとともに
調査等（既に、現地調査３回（気仙沼、銚子 国内行動計画等の実施状況について
及び与論島 、検討会１回）を実施。 評価・見直しを行い、偶発的捕獲を）

削減。

(８)野生生物による漁業被害防止対策の推進

項 目 現 状 今後の取組

・大型クラゲ、トド、ナルトビ ・ 有害生物漁業被害防止総合対策事業 ・ 有害生物漁業被害防止総合対策事
エイ、カワウ等の野生生物によ （ 百万円） 業（ 百万円）H20 890 H21 890
る漁業被害の防止・軽減 大型クラゲ、トド、ナルトビエイ等の有害 大型クラゲ、トド、ナルトビエイ

生物による漁業被害を防止・軽減するため、 等の有害生物による漁業被害を防止
出現状況の把握や情報提供、混獲や破損を回 ・軽減するため、引き続き、出現状
避するための改良漁具の導入促進（２県で実 況の把握や情報提供、混獲や破損を

） 、施 、駆除（大型クラゲは実績なし。ナルト 回避するための改良漁具の導入促進
ビエイは６県、トドは２道県で実施）陸上処 駆除、陸上処理等を総合的に行うと
理（実績なし）等を総合的に行うとともに、 ともに、日中韓による大型クラゲ国
日中韓による大型クラゲ国際共同調査等を実 際共同調査等を実施。
施中。

・ 広域的なカワウの食害対策・ブラックバス ・ 広域的なカワウの食害対策・ブラ
等外来魚の駆除対策として 「健全な内水面 ックバス等外来魚の駆除対策につい、
生態系復元等推進事業」のうち緊急・広域外 ては、これまでの広域的なカワウの
来魚等対策事業（ 百万円）におい 生息状況等調査、追払や捕獲、外来H20 170
て、 年度は 河川、 湖沼等でカワウ 魚の駆除、推進体制の整備に加え、H19 141 13
の防除を、 河川、 湖沼等で外来魚の駆 カワウの大規模なコロニーの銃器に58 18
除を実施した（ 年度は 河川、 湖沼 よる破壊や、外来魚の分布拡大の供H20 121 21
等でカワウの防除を、 河川、 湖沼等で 給源となっている河川・湖沼での電74 15
外来魚の駆除を実施する見込み 。 気ショッカーによる駆除など先駆的。）

な手法による駆除対策を集中的に実
施する。
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○ 森・川・海を通じた生物多様性保全の推進

項 目 現 状 今後の取組

・陸上からの水質への負荷を低 ・漁場保全の森づくり事業 ・漁場保全の森づくり事業
減 都道府県で実施46

（ 百万円） （ ： 百万円）H20 10,000 H21 10,000
・森林環境の整備を推進

○ 遺伝資源の保全と持続可能な利用の推進
(１)農林水産業にとって有用な遺伝資源の保全と持続可能な利用の推進

項 目 現 状 今後の取組

・遺伝資源の収集・保存・配布 地球温暖化や栽培作物の均一化等により生 引き続き着実に遺伝資源の収集･評
物遺伝資源が滅失する危険性が増大している 価・保存･配布を行うとともに、収集
状況に対応し、貴重な生物遺伝資源を次世代 した遺伝資源の評価を加速化するこ
に引き継ぐとともに、研究開発の知的基盤と とで、配布可能な遺伝資源の一層の
して提供していくための総合的なシステムと 充実を図るとともに、有用昆虫、微
して、昭和60年度よりジーンバンク事業を実 生物等の収集を強化する。
施。

現在は(独)農業生物資源研究所において農
業生物資源ジーンバンク事業を実施。

（予算額は、農業生物資源研究所運営費交付金
（ ） 。平成 年度概算額 7,210百万円 の内数21
配布点数は（平成 年度）植物 点、微19 6,150
生物 点）1,084

・ 森林・林業に関するジーンバンク事業 ・ 森林・林業に関する生物遺伝資源
森林・林業に関する生物遺伝資源の総合的な の総合的な収集、管理、利用システ
収集、管理、利用システム（ジーンバンク） ム（ジーンバンク）を整備し、新品
を整備し、新品種の開発やバイオテクノロジ 種の開発やバイオテクノロジー等先
ー等先端技術の開発に利用 端技術の開発に取り組む。

・ 林業種苗法による特別母樹林（ カ所） ・ 林業種苗法による特別母樹林及び128
及び種苗の配布区域制度（スギ、ヒノキ、ア 種苗の配布区制度を推進する。
カマツ、クロマツ）

・ 国有林において、森林生態系を構成する生 ・ 国有林において、森林生態系を構
物全般の遺伝資源の保存を目的とする「森林 成する生物全般の遺伝資源の保存に
生物遺伝資源保存林」や、林業樹種と希少樹 取組む。
種の遺伝資源の保存を目的とする「林木遺伝
資源保存林」を設定
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・ 育種素材として有用な藻類・微細藻類及び ・ 引き続き、育種素材として有用な
水産微生物等については、収集、継代培養や 藻類・微細藻類及び水産微生物等に
低温保存及び適切な特性評価を継続するとと ついては、収集、継代培養や低温保
もに、共同研究に係るものを含め、本中期目 存及び適切な特性評価を継続すると

、 、標期間（平成１８～２２年度）における配付 ともに 共同研究に係るものを含め
数を１００点以上としているところ。 本中期目標期間における配付数を１
なお、平成１９年度までの配布数（累計）は ００点以上とする。
８６点となっている。

・植物・動物・昆虫 ゲノム研 ・ これまでに得られたゲノム情報とゲノムを ・ 運営委員会や評価委員会において
究における遺伝子の機能解明と 活用する技術を駆使し、植物については国の 厳格に評価を行ったうえで資源の重

、 、その利用技術の開発 委託プロジェクト研究「新農業展開ゲノムプ 点化を図り 画期的な作物の開発や
ロジェクト （平成 年度～平成 年度） 新産業の創出に向けた研究を加速す」 20 24
において、そして、動物、昆虫においては国 る。
の委託プロジェクト研究「アグリ・ゲノム研

19 23究の総合的な推進 （平成 年度～平成」
年度）において、農業生物資源研究所を中心
に、新たな有用遺伝子の単離・機能解明や、
得られた遺伝子を活用した新品種の育成など
実用化に向けた研究を推進しているところ。
これまで、いもち病圃場抵抗性遺伝子の単離
やカイコを用いた有用タンパク質生産技術の
確立、医療モデルブタの作出等を行った。

(目標①)
・遺伝資源収集保存点数 （平成 年度末実績)19

(植物) 植物 万点 微生物 万点 動物 点 ・ 平成 年度に植物 万点、微生24.3 2.5 955 22 25、 、 、
(微生物) 万点 物 万点、平成 年度に植物 万DNA27.7 2.5 27 27

点、微生物 万点（研究基本計画)を3
達成するため、植物では国内、国外
合わせて約 課題の探索収集を行う10
とともに、研究テーマ変更等で廃棄
される遺伝資源の提供を呼びかける
ことで、平成 年度は約 点の21 6,500
収集目標を設定。微生物は 年前倒1
しの平成 年度に 万点の目標達21 2.5
成見込みのため、コレクションの品
質を高めるとともに、新たな目標値
を検討中。
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(目標②) 研究実施計画に基づき、ゲノムデータの整 新産業の創出を目指して、動物・
・動物・昆虫ゲノム情報の解析･ 備、有用遺伝子の機能解明を行うとともに有 昆虫ゲノム情報の解析･整備、重要遺

、 、整備、重要遺伝子の解明、育種 用形質を付与する遺伝子組換え研究を進めて 伝子の解明 育種技術の開発を行い
技術の開発 いるところ。これまで、カイコを用いた有用 平成 年度までに遺伝子組換えカイ23

タンパク質生産技術の確立や医療用モデルブ コを用いた有用タンパク質生産の実
タの作出等を行った。 用化、医療用モデルブタの確立を行

う。

(目標③) 研究材料となる基盤を整備するとともに、 平成 年度までに複合病害抵抗性24
・食料、環境、エネルギー問題 有用遺伝子の単離を進めているところ。あわ イネを作出するなど、食料、環境、
の解決に貢献する作物を創出 せて、 マーカー育種技術や遺伝子組換 エネルギー問題の解決に貢献する作DNA

え技術を使った新品種育成を行っている。こ 物を創出する。
れまで、いもち病圃場抵抗性遺伝子の単離等
を行った。

(２)遺伝子組換え農作物等の規制による我が国の生物多様性の確保

項 目 現 状 今後の取組

・カルタヘナ法に基づく遺伝子 ・ 申請のあった遺伝子組換え農作物等につい ・ 引き続き、遺伝子組換え農作物等
組換え農作物等の評価・承認 て 生物多様性影響評価検討会を適宜開催し の承認に先立ち、科学的な審査を実、 、

品種ごとの安全性を科学的に審査していると 施する。
ころ。

20 12 10 105また、平成 年 月までに、 作物
種類の遺伝子組換え農作物について安全であ
ることを確認した（隔離されたほ場での試験
栽培を含む 。）

・我が国に流入する可能性のあ ・ これまで、海外における遺伝子組換え農作 ・ 左記予算により、海外における遺
る遺伝子組換え農作物等に関す 物の開発・栽培状況に関する情報が十分では 伝子組換え農作物の開発・栽培状況
る情報収集 なかったので 平成２１年度予算として 遺 や水際検査に必要な検出手法の開発、 、「

伝子組換え農作物リスク管理強化事業委託 等を実施することとしている。
費」を新規に確保した。 また、上記事業を的確に実施すると

ともに、海外の開発・栽培状況を踏
まえ、必要に応じ、未承認の遺伝子
組換え農作物等が流通しないよう、
水際での検査を実施する。

・遺伝子組換え農作物実態調査 ・ 「遺伝子組換え農作物実態調査事務費」に ・ 左記の事業を的確に実施するとと
の実施 より、主要な輸入遺伝子組換え農作物のこぼ もに、実態調査の結果を踏まえ、必

れ落ちや生育等の実態についての調査等を実 要に応じて、生物多様性に対する悪
施しているところ。 影響の未然防止に重点を置いたリス

さらに、調査を充実するため、対象品目を ク管理措置を検討する。
拡大する等、当該事務費を拡充した。
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(目標)
・カルタヘナ法に基づく緊急措置を ・ 平成 年 月現在、カルタヘナ法に基づ ・ 引き続き、生物多様性に対する悪20 12
発動しない状態を維持 く緊急措置の発動はない。 影響の未然防止に重点を置いたリス

ク管理を実施し、緊急措置を発動し
ない状態を維持する。

○ 農林水産分野における地球環境保全への貢献

項 目 現 状 今後の取組

・持続可能な農林水産業に対す ・ 国際林業協力事業等（ 百万円） ・ 国際林業協力事業等H20 368
る国際協力の推進 ・ 国際機関への拠出金（ 百万円） （ 百万円）H20 189 H21 320

国際的な協調の下で持続可能な森林経営を ・ 国際機関への拠出金
推進するため、地球規模の課題である違法伐 （ 百万円）H21 199
採対策及び森林の減少・劣化対策

・ 東南アジア地域水産資源持続的利用推進事 ・ 事業名：東南アジア地域水産資源
（ ）業（ 百万円） 持続的利用推進事業 百万円H20 91 H21 85

① 回遊性魚種に関する調査、資源評価等 ① 回遊性魚種に関する調査、資源
② 深海生態系に漁業が及ぼす影響の調査等 評価等
③ 浮き魚類に係る情報収集 ② 深海生態系に漁業が及ぼす影響
④ 漁業権、共同管理に基づいた漁業制度の の調査等

構築、指標を活用した共同管理の推進 ③ 浮き魚類に係る情報収集
⑤ 国際漁業問題に関する地域技術会合の開 ④ 漁業権、共同管理に基づいた漁

催 等 業制度の構築、指標を活用した共
同管理の推進

⑤ 国際漁業問題に関する地域技術
会合の開催 等

○ 農林水産業の生物多様性指標の開発

項 目 現 状 今後の取組

・生物多様性指標の開発 【農業分野】
平成 年度からの国の委託プロジェクト 平成 年度末までに指標の候補と20 21

研究「農業に有用な生物多様性指標の開発」 なる生物種の選抜を終了し、その成
（平成 年度～平成 年度）において、農 果を で発信する。20 24 COP10

年度末までに最終的な指業環境技術研究所を中心に農業生態系が異な 平成 24
標およびその評価手法を開発し、る全国の８地区毎に、天敵などを中心に農業
マニュアル化する。その後現地でに有用な生物多様性の指標選抜を開始した。
の実証を経て、環境保全型農業を平成 年 月にシンポジウムを開催し、半20 11
はじめとする農林水産関連施策の年間の成果を発表した。
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実施に活用するとともに、農林水
産業が生物多様性に果たす役割を
国内外に発信する。

【森林分野】
・ 生物多様性森林総合調査 百万円 ・ 生物多様性森林対策事業 （森林環（ ）H20 28

森林における生物多様性の状態を表す指標と 境保全総合対策事業（ 百万H21 158
なる植物や昆虫について検討 円）の内数)

【水産分野】
・ 漁場環境・生物多様性保全総合対策事業の ・ 漁場環境・生物多様性保全総合対

うち漁場環境における生物多様性の指標化・ 策事業のうち漁場環境における生物
定量化手法の開発（ 百万円） 多様性の指標化・定量化手法の開発H20 59

我が国沿岸の５海域で、指標開発のための （ 百万円）H21 49
基礎調査を実施。 前年度に引き続き、指標候補の絞

り込みのための調査を実施。
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